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 あはき師養成校の状況  

あはき師養成施設におけるCOVID-19の影響 

〜3つのアンケートから〜 

嶺 聡一郎 

専門学校 首都医校 鍼灸学科、社会鍼灸学研究会 

 

【要旨】 

COVID-19 はあんま指圧マッサージ師及びはり師きゅう師養成施設(以下養成施設)へも大きな影響

を及ぼしていると考えられる。本論文では、商業誌及び学校協会組織が行った養成施設へのアンケー

ト調査の回答を概括することから、その影響を明らかにした。 
その結果、休校、授業方法の変更、施設での感染防御、学生への支援が行われ、それらの結果とし

て学習・技術の到達度と年度内のカリキュラム消化が不安視されていることが分かった。 
   しかし、最も影響を被るのは養成施設で教育を受けている学生であり、その影響の深度は 3〜4学年

分の学生の国家試験合格率と免許取得後の臨床にあらわれるものであり、現時点での測深は不十分で

ある。  
 

キーワード：COVID-19  はり師きゅう師養成施設 アンケート調査 
 

 
【緒言】     

2020 年 4 月以降、COVID-19 の感染拡大に

伴う政府の非常事態宣言、また、各自治体の自

粛要請は、あん摩マッサージ指圧師およびはり

師・きゅう師養成施設(以下、養成施設)にも影響

を及ぼし、各養成施設は、対面授業の中止と遠

隔授業による対応、感染防止対策、学生への支

援策などを迫られた。 
日本の養成施設史上、前例の無い事態に各養

成施設は対応に苦慮し、その影響は現在も続い

ている。 
本稿では、養成施設に対して実施された 3 つ

のアンケート調査から、COVID-19 が本邦養成

施設に与えている影響を概括し、報告する。 

【方法】 
1 基礎資料と抽出事項 

2020 年 4 月から 6 月にかけて行われた以下

の東洋医学学校協会による加盟校アンケート

調査 1)、『鍼灸柔整新聞』により行われた養成施

設へのアンケート調査 2)、『医道の日本』により

行われた養成施設へのアンケート調査 3)の 3 つ

のを基礎資料とし、それらへの回答から、

COVID-19 による養成施設への影響と対応を

抽出する(表.1)。 

 特に、養成施設運営上大きな影響を及ぼす以

下の点について、各アンケートでの回答から概

況を明らかにする。 
(1) 対面授業の中止期間 
(2) 対面授業中止期間の教育方法 
(3) 遠隔授業の授業手段 
(4) 実技授業に対する対応 
(5) 臨床実習に対する対応 
(6) 対面授業中止に対する懸念 
(7) COVID-19 感染拡大に対する懸念 
(8) 施設での感染防止対策 
(9) COVID-19 に関連した休退学の相談状況 
(10) 学生への支援策 
(11) 行政に対する要望 

2 アンケートの質問項目 
各アンケートの質問項目を、以下にあげる。 

(1)東洋療法学校協会 
Q1.貴校は緊急事態宣言の対象地域に入ってお

りますか？ 
Q2.貴校の再開時期についてお伺いします。 
Q3.貴校では、時差通学は実施していますか？ 
Q4.貴校では、授業時間が不足した場合の対応

をどうされますか。 
①短縮授業を実施する 
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2 アンケートの質問項目 
各アンケートの質問項目を、以下にあげる。 

(1)東洋療法学校協会 
Q1.貴校は緊急事態宣言の対象地域に入ってお

りますか？ 
Q2.貴校の再開時期についてお伺いします。 
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②始業時間や終業時間の変更を行う 
③教育課程を超えた合同授業を実施する 
④上記以外の対応を行う 
Q5.臨床実習に関する対応について。 
①外部臨床実習施設から学内臨床実習施設に全

て振り替えることが困難な場合、実技室での

ロールプレイや症例検討などに振り替えるこ

とを検討している。 
②実技における濃厚接触リスクを避けるために

どんな対応をされていますか。 
Q6.教員・講師等が欠勤された場合で、振替授業

など日程調整が困難な状況においては、ど

う対応されますか。 
Q7.技能や知識が担保される形で学校の教育活

動を進めるための方策について。 
Q8.行政に対するご意見(技能、知識が担保され

る形で進めるための方策について） 

(2)医道の日本 
Q1.休講の措置を取っていますか。 
Q2.Q1 で「休講の措置を取っている」を選んだ

場合、以下の質問にご回答をお願いします。 
・現時点での休講期間を教えてください。 
・休講について、学生への案内方法(電子メール、

郵送など)を教えてください。 
・休講期間内の学生へ指導している自主学習方

法について教えてください。 
・対面が必須となる実技や実習については、ど

のように進める予定か教えてください。 
・そのほか、休講を行ったことによる懸念事項

があれば教えてください。 
Q3.Q1 で「休講措置を取っていない」を選んだ

場合、以下の質問にご回答をお願いします。 
・休講措置を取らない理由を教えてください。 
Q4.オンラインでの授業について教えてください。 
Q5.Q4 で「以前から導入していた」「休講に伴

い導入した」を選んだ場合、オンライン授業

のやり方と内容について教えてください。 
Q6.学生から、新型コロナウイルス感染症に関

連して休学、もしくは退学といった相談を

受けたことはありますか。 
Q7.実施している感染拡大防止の取り組みや教

育面・資金面などでの学生への支援、また、

学生へ向けたメッセージがありましたら、

ご記入ください。 

(3)鍼灸柔整新聞 
問 1.貴校に設置されている学科について、該当

する項目に全てチェックを入れてくださ

い。 
・あん摩マッサージ指圧学科 
・鍼灸学科 
・柔道整復学科 
問2.今年4月からの新学期の授業の開催時期に

ついて、どのように対応されていますか。 
Ａ：例年通り 
Ｂ：延期したが、既に授業開始している 

（開始日も） 
Ｃ：まだ開始していないが、開始日程は決ま

っている（予定日も） 
Ｄ：開始日程が決まっていない 

問 3.授業の形態について、新型コロナウイルス

感染対策として、遠隔授業や分散登校とい

った施策を実施、ないし検討されています

か。(複数回答可） 
Ａ：遠隔授業を既に実施している 
Ｂ：遠隔授業の実施を検討中である 
Ｃ：分散登校を既に実施している 
Ｄ：分散登校の実施を検討中である 
Ｅ：学生に、授業中に出すものに相当する課

題を課している 
問 4.入学式の実施状況について、該当する項目

に〇を付けて下さい。 
Ａ：延期または中止した 
Ｂ：規模を縮小して実施した 
Ｃ：事前の予定通り実施した 

問 5.今後の授業計画についてお聞きします。新

型コロナウイルスの影響による休校等を

受け、授業の遅れに伴う代替の登校日 等
を設ける予定がありますか。（複数回答可） 

Ａ：平日の授業時間を増やすことを予定・検

討している 
Ｂ：土日・祝日に補講授業を行うことを予

定・検討している 
Ｃ：夏季休暇中に登校日を設けることを予

定・検討している 
Ｄ：冬季休暇中に登校日を設けることを予

定・検討している 
Ｅ：その他 

問 6.新型コロナウイルス感染拡大に関連して、

学校運営上、貴校として特に強く懸念され
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ている問題はなんですか。3 つまでチェッ

クしてください。 
Ａ：学内での感染・クラスター発生    
Ｂ：遠隔授業などに必要な環境整備 
Ｃ：実技授業の実施方法         
Ｄ：3年生への国試対策・進路指導 
Ｅ：勤務形態の変化などに伴う教職員の負担 
Ｆ：学校運営に関する国の支援 
Ｇ：その他 

【結果】 
1 対面授業の休止期間 
 調査によりばらつきはあるが、5 月内まで対

面授業の中止を行う学校が過半数を占めた

(図.1)。 
 『鍼灸柔整新聞』の調査では、全 57 回答中

38 回答が 5 月初旬〜下旬まで対面授業を休止

間としている。 

2 対面授業中止期間の教育方法と遠隔授業の

授業手段  
 対面授業の休止期間中の教育方法と、遠隔授

業を取り入れた場合の授業手段は以下の通りと

なる。 

(1)対面授業中止期間の教育方法 
 対面授業中止期間中の教育方法としては、遠

隔授業と課題設定が多く行われた。『鍼灸柔整新

聞』の調査(複数回答可)では、遠隔授業の実施・

検討が45回答、課題の設定が51回答となった。 
 分散登校は実施・検討含めて 34 回答であっ

た(図.2)。 

(2)遠隔授業の授業手段 
 『医道の日本』の調査における自由記述式回

答より抽出すると、遠隔授業の手段としては、

紙媒体と ICT の併用が最も多く、40回答中 19
回答であった。ICT の利用のみは 13 回答、紙

媒体の利用のみは 8回答だった(図.3)。 

3 実技授業と臨床実習への対応 
 対面が必須と考えられる実技授業および臨床

実習については、多くの対応策が回答された。 

(1)実技授業への対応 
 『医道の日本』の調査 48 回答と東洋療法学校

協会の調査 25 回答(いずれも自由記述)より抽

出したところ、「感染防御の徹底」を行うとした

回答が 31回答と最多であり、次いで「クラス分

割などの少人数化」が 14 回答、休暇短縮などに

より非常事態宣言期間を外して「授業日程を調

整する」するのが 12回答と続いた。 
 「実習の自粛」、「対人実習」の中止、「ICT に

よる実施」といった回答も存在した(図.4)。 

(2)臨床実習への対応 
 東洋療法学校協会の調査43 回答のうち、「ロ

ールプレイ、症例検討などへの振替」が32 回答

となった(図.5)。 

4 対面授業中止と COVID-19 感染拡大に対す

る懸念 
 対面授業が中止となり、従来と異なる授業形

態を取らざるを得ないことに対する懸念、また、

COVID-19 の拡大が養成施設に及ぼす影響に

ついての懸念も抱かれている。 

(1)対面授業中止に対する懸念 
 東洋療法学校協会の調査 38 回答(自由記述)
からの抽出では、「学習の遅れ・到達度の低下」

が 20 回答と最も多く、「授業の消化」、「学校と

学生、学生間のコミュニケーションの低下」が

それぞれ 7回答と続いた(図.6)。 

(2) COVID-19 の拡大に対する懸念 
 『鍼灸柔整新聞』の調査(選択肢 3つまで回答

可)では、「学内での感染・クラスター発生」が

53 回答であり、次いで「実技授業の実施方法」

が 46 回答、「勤務形態の変化などに伴う教職員

の負担」が 38 回答と続いた(図.7)。 

5 施設での感染防止対策 
 感染防止策については、『医道の日本』の自由

記述回答より抽出した 38 回答では、マスク、フ

ェースガード、パーテーションを利用した「飛

沫拡散防止対策」が 18 回答、手指などの「消

毒」が17回答、「検温」が13回答となった(図.8)。 

6 COVID-19 に関連した休退学の相談状況 
 『医道の日本』の調査からは、54 回答中 39
回答で学生からの COVID-19 に関連した休退

学相談が認められた(図.9)。 
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②始業時間や終業時間の変更を行う 
③教育課程を超えた合同授業を実施する 
④上記以外の対応を行う 
Q5.臨床実習に関する対応について。 
①外部臨床実習施設から学内臨床実習施設に全

て振り替えることが困難な場合、実技室での

ロールプレイや症例検討などに振り替えるこ

とを検討している。 
②実技における濃厚接触リスクを避けるために

どんな対応をされていますか。 
Q6.教員・講師等が欠勤された場合で、振替授業

など日程調整が困難な状況においては、ど

う対応されますか。 
Q7.技能や知識が担保される形で学校の教育活

動を進めるための方策について。 
Q8.行政に対するご意見(技能、知識が担保され

る形で進めるための方策について） 

(2)医道の日本 
Q1.休講の措置を取っていますか。 
Q2.Q1 で「休講の措置を取っている」を選んだ

場合、以下の質問にご回答をお願いします。 
・現時点での休講期間を教えてください。 
・休講について、学生への案内方法(電子メール、

郵送など)を教えてください。 
・休講期間内の学生へ指導している自主学習方

法について教えてください。 
・対面が必須となる実技や実習については、ど

のように進める予定か教えてください。 
・そのほか、休講を行ったことによる懸念事項

があれば教えてください。 
Q3.Q1 で「休講措置を取っていない」を選んだ

場合、以下の質問にご回答をお願いします。 
・休講措置を取らない理由を教えてください。 
Q4.オンラインでの授業について教えてください。 
Q5.Q4 で「以前から導入していた」「休講に伴

い導入した」を選んだ場合、オンライン授業

のやり方と内容について教えてください。 
Q6.学生から、新型コロナウイルス感染症に関

連して休学、もしくは退学といった相談を

受けたことはありますか。 
Q7.実施している感染拡大防止の取り組みや教

育面・資金面などでの学生への支援、また、

学生へ向けたメッセージがありましたら、

ご記入ください。 

(3)鍼灸柔整新聞 
問 1.貴校に設置されている学科について、該当

する項目に全てチェックを入れてくださ

い。 
・あん摩マッサージ指圧学科 
・鍼灸学科 
・柔道整復学科 
問2.今年4月からの新学期の授業の開催時期に

ついて、どのように対応されていますか。 
Ａ：例年通り 
Ｂ：延期したが、既に授業開始している 

（開始日も） 
Ｃ：まだ開始していないが、開始日程は決ま

っている（予定日も） 
Ｄ：開始日程が決まっていない 

問 3.授業の形態について、新型コロナウイルス

感染対策として、遠隔授業や分散登校とい

った施策を実施、ないし検討されています

か。(複数回答可） 
Ａ：遠隔授業を既に実施している 
Ｂ：遠隔授業の実施を検討中である 
Ｃ：分散登校を既に実施している 
Ｄ：分散登校の実施を検討中である 
Ｅ：学生に、授業中に出すものに相当する課

題を課している 
問 4.入学式の実施状況について、該当する項目

に〇を付けて下さい。 
Ａ：延期または中止した 
Ｂ：規模を縮小して実施した 
Ｃ：事前の予定通り実施した 

問 5.今後の授業計画についてお聞きします。新

型コロナウイルスの影響による休校等を

受け、授業の遅れに伴う代替の登校日 等
を設ける予定がありますか。（複数回答可） 

Ａ：平日の授業時間を増やすことを予定・検

討している 
Ｂ：土日・祝日に補講授業を行うことを予

定・検討している 
Ｃ：夏季休暇中に登校日を設けることを予

定・検討している 
Ｄ：冬季休暇中に登校日を設けることを予

定・検討している 
Ｅ：その他 

問 6.新型コロナウイルス感染拡大に関連して、

学校運営上、貴校として特に強く懸念され
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ている問題はなんですか。3 つまでチェッ

クしてください。 
Ａ：学内での感染・クラスター発生    
Ｂ：遠隔授業などに必要な環境整備 
Ｃ：実技授業の実施方法         
Ｄ：3年生への国試対策・進路指導 
Ｅ：勤務形態の変化などに伴う教職員の負担 
Ｆ：学校運営に関する国の支援 
Ｇ：その他 

【結果】 
1 対面授業の休止期間 
 調査によりばらつきはあるが、5 月内まで対

面授業の中止を行う学校が過半数を占めた

(図.1)。 
 『鍼灸柔整新聞』の調査では、全 57 回答中

38 回答が 5 月初旬〜下旬まで対面授業を休止

間としている。 

2 対面授業中止期間の教育方法と遠隔授業の

授業手段  
 対面授業の休止期間中の教育方法と、遠隔授

業を取り入れた場合の授業手段は以下の通りと

なる。 

(1)対面授業中止期間の教育方法 
 対面授業中止期間中の教育方法としては、遠

隔授業と課題設定が多く行われた。『鍼灸柔整新

聞』の調査(複数回答可)では、遠隔授業の実施・

検討が45回答、課題の設定が51回答となった。 
 分散登校は実施・検討含めて 34 回答であっ

た(図.2)。 

(2)遠隔授業の授業手段 
 『医道の日本』の調査における自由記述式回

答より抽出すると、遠隔授業の手段としては、

紙媒体と ICT の併用が最も多く、40回答中 19
回答であった。ICT の利用のみは 13 回答、紙

媒体の利用のみは 8回答だった(図.3)。 

3 実技授業と臨床実習への対応 
 対面が必須と考えられる実技授業および臨床

実習については、多くの対応策が回答された。 

(1)実技授業への対応 
 『医道の日本』の調査 48 回答と東洋療法学校

協会の調査 25 回答(いずれも自由記述)より抽

出したところ、「感染防御の徹底」を行うとした

回答が 31回答と最多であり、次いで「クラス分

割などの少人数化」が 14 回答、休暇短縮などに

より非常事態宣言期間を外して「授業日程を調

整する」するのが 12回答と続いた。 
 「実習の自粛」、「対人実習」の中止、「ICT に

よる実施」といった回答も存在した(図.4)。 

(2)臨床実習への対応 
 東洋療法学校協会の調査43 回答のうち、「ロ

ールプレイ、症例検討などへの振替」が32 回答

となった(図.5)。 

4 対面授業中止と COVID-19 感染拡大に対す

る懸念 
 対面授業が中止となり、従来と異なる授業形

態を取らざるを得ないことに対する懸念、また、

COVID-19 の拡大が養成施設に及ぼす影響に

ついての懸念も抱かれている。 

(1)対面授業中止に対する懸念 
 東洋療法学校協会の調査 38 回答(自由記述)
からの抽出では、「学習の遅れ・到達度の低下」

が 20 回答と最も多く、「授業の消化」、「学校と

学生、学生間のコミュニケーションの低下」が

それぞれ 7回答と続いた(図.6)。 

(2) COVID-19 の拡大に対する懸念 
 『鍼灸柔整新聞』の調査(選択肢 3つまで回答

可)では、「学内での感染・クラスター発生」が

53 回答であり、次いで「実技授業の実施方法」

が 46 回答、「勤務形態の変化などに伴う教職員

の負担」が 38 回答と続いた(図.7)。 

5 施設での感染防止対策 
 感染防止策については、『医道の日本』の自由

記述回答より抽出した 38 回答では、マスク、フ

ェースガード、パーテーションを利用した「飛

沫拡散防止対策」が 18 回答、手指などの「消

毒」が17回答、「検温」が13回答となった(図.8)。 

6 COVID-19 に関連した休退学の相談状況 
 『医道の日本』の調査からは、54 回答中 39
回答で学生からの COVID-19 に関連した休退

学相談が認められた(図.9)。 



─　　　─

社会鍼灸学研究 2020　(特集号)

21
    21 
 
 
 

②始業時間や終業時間の変更を行う 
③教育課程を超えた合同授業を実施する 
④上記以外の対応を行う 
Q5.臨床実習に関する対応について。 
①外部臨床実習施設から学内臨床実習施設に全

て振り替えることが困難な場合、実技室での

ロールプレイや症例検討などに振り替えるこ

とを検討している。 
②実技における濃厚接触リスクを避けるために

どんな対応をされていますか。 
Q6.教員・講師等が欠勤された場合で、振替授業

など日程調整が困難な状況においては、ど

う対応されますか。 
Q7.技能や知識が担保される形で学校の教育活

動を進めるための方策について。 
Q8.行政に対するご意見(技能、知識が担保され

る形で進めるための方策について） 

(2)医道の日本 
Q1.休講の措置を取っていますか。 
Q2.Q1 で「休講の措置を取っている」を選んだ

場合、以下の質問にご回答をお願いします。 
・現時点での休講期間を教えてください。 
・休講について、学生への案内方法(電子メール、

郵送など)を教えてください。 
・休講期間内の学生へ指導している自主学習方

法について教えてください。 
・対面が必須となる実技や実習については、ど

のように進める予定か教えてください。 
・そのほか、休講を行ったことによる懸念事項

があれば教えてください。 
Q3.Q1 で「休講措置を取っていない」を選んだ

場合、以下の質問にご回答をお願いします。 
・休講措置を取らない理由を教えてください。 
Q4.オンラインでの授業について教えてください。 
Q5.Q4 で「以前から導入していた」「休講に伴

い導入した」を選んだ場合、オンライン授業

のやり方と内容について教えてください。 
Q6.学生から、新型コロナウイルス感染症に関

連して休学、もしくは退学といった相談を

受けたことはありますか。 
Q7.実施している感染拡大防止の取り組みや教

育面・資金面などでの学生への支援、また、

学生へ向けたメッセージがありましたら、

ご記入ください。 

(3)鍼灸柔整新聞 
問 1.貴校に設置されている学科について、該当

する項目に全てチェックを入れてくださ

い。 
・あん摩マッサージ指圧学科 
・鍼灸学科 
・柔道整復学科 
問2.今年4月からの新学期の授業の開催時期に

ついて、どのように対応されていますか。 
Ａ：例年通り 
Ｂ：延期したが、既に授業開始している 

（開始日も） 
Ｃ：まだ開始していないが、開始日程は決ま

っている（予定日も） 
Ｄ：開始日程が決まっていない 

問 3.授業の形態について、新型コロナウイルス

感染対策として、遠隔授業や分散登校とい

った施策を実施、ないし検討されています

か。(複数回答可） 
Ａ：遠隔授業を既に実施している 
Ｂ：遠隔授業の実施を検討中である 
Ｃ：分散登校を既に実施している 
Ｄ：分散登校の実施を検討中である 
Ｅ：学生に、授業中に出すものに相当する課

題を課している 
問 4.入学式の実施状況について、該当する項目

に〇を付けて下さい。 
Ａ：延期または中止した 
Ｂ：規模を縮小して実施した 
Ｃ：事前の予定通り実施した 

問 5.今後の授業計画についてお聞きします。新

型コロナウイルスの影響による休校等を

受け、授業の遅れに伴う代替の登校日 等
を設ける予定がありますか。（複数回答可） 

Ａ：平日の授業時間を増やすことを予定・検

討している 
Ｂ：土日・祝日に補講授業を行うことを予

定・検討している 
Ｃ：夏季休暇中に登校日を設けることを予

定・検討している 
Ｄ：冬季休暇中に登校日を設けることを予

定・検討している 
Ｅ：その他 

問 6.新型コロナウイルス感染拡大に関連して、

学校運営上、貴校として特に強く懸念され
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ている問題はなんですか。3 つまでチェッ

クしてください。 
Ａ：学内での感染・クラスター発生    
Ｂ：遠隔授業などに必要な環境整備 
Ｃ：実技授業の実施方法         
Ｄ：3年生への国試対策・進路指導 
Ｅ：勤務形態の変化などに伴う教職員の負担 
Ｆ：学校運営に関する国の支援 
Ｇ：その他 

【結果】 
1 対面授業の休止期間 
 調査によりばらつきはあるが、5 月内まで対

面授業の中止を行う学校が過半数を占めた

(図.1)。 
 『鍼灸柔整新聞』の調査では、全 57 回答中

38 回答が 5 月初旬〜下旬まで対面授業を休止

間としている。 

2 対面授業中止期間の教育方法と遠隔授業の

授業手段  
 対面授業の休止期間中の教育方法と、遠隔授

業を取り入れた場合の授業手段は以下の通りと

なる。 

(1)対面授業中止期間の教育方法 
 対面授業中止期間中の教育方法としては、遠

隔授業と課題設定が多く行われた。『鍼灸柔整新

聞』の調査(複数回答可)では、遠隔授業の実施・

検討が45回答、課題の設定が51回答となった。 
 分散登校は実施・検討含めて 34 回答であっ

た(図.2)。 

(2)遠隔授業の授業手段 
 『医道の日本』の調査における自由記述式回

答より抽出すると、遠隔授業の手段としては、

紙媒体と ICT の併用が最も多く、40回答中 19
回答であった。ICT の利用のみは 13 回答、紙

媒体の利用のみは 8回答だった(図.3)。 

3 実技授業と臨床実習への対応 
 対面が必須と考えられる実技授業および臨床

実習については、多くの対応策が回答された。 

(1)実技授業への対応 
 『医道の日本』の調査 48 回答と東洋療法学校

協会の調査 25 回答(いずれも自由記述)より抽

出したところ、「感染防御の徹底」を行うとした

回答が 31回答と最多であり、次いで「クラス分

割などの少人数化」が 14 回答、休暇短縮などに

より非常事態宣言期間を外して「授業日程を調

整する」するのが 12回答と続いた。 
 「実習の自粛」、「対人実習」の中止、「ICT に

よる実施」といった回答も存在した(図.4)。 

(2)臨床実習への対応 
 東洋療法学校協会の調査43 回答のうち、「ロ

ールプレイ、症例検討などへの振替」が32 回答

となった(図.5)。 

4 対面授業中止と COVID-19 感染拡大に対す

る懸念 
 対面授業が中止となり、従来と異なる授業形

態を取らざるを得ないことに対する懸念、また、

COVID-19 の拡大が養成施設に及ぼす影響に

ついての懸念も抱かれている。 

(1)対面授業中止に対する懸念 
 東洋療法学校協会の調査 38 回答(自由記述)
からの抽出では、「学習の遅れ・到達度の低下」

が 20 回答と最も多く、「授業の消化」、「学校と

学生、学生間のコミュニケーションの低下」が

それぞれ 7回答と続いた(図.6)。 

(2) COVID-19 の拡大に対する懸念 
 『鍼灸柔整新聞』の調査(選択肢 3つまで回答

可)では、「学内での感染・クラスター発生」が

53 回答であり、次いで「実技授業の実施方法」

が 46 回答、「勤務形態の変化などに伴う教職員

の負担」が 38 回答と続いた(図.7)。 

5 施設での感染防止対策 
 感染防止策については、『医道の日本』の自由

記述回答より抽出した 38 回答では、マスク、フ

ェースガード、パーテーションを利用した「飛

沫拡散防止対策」が 18 回答、手指などの「消

毒」が17回答、「検温」が13回答となった(図.8)。 

6 COVID-19 に関連した休退学の相談状況 
 『医道の日本』の調査からは、54 回答中 39
回答で学生からの COVID-19 に関連した休退

学相談が認められた(図.9)。 
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7 学生への支援策 
 学生への具体的な支援策として、『医道の日本』

の調査 38 回答(自由記述式)より抽出すると、

「現金の給付」が 8 回答と最多で、「公的支援

金・給付金の周知」5回答を上回った。 
 設備を含めた「遠隔授業の支援」、「学費の延

分納」が各 4回答で続いた(図.10)。 

8 行政に対する要望 
 東洋療法学校協会の調査 33 回答より抽出す

ると、「国家試験や卒業証明書送付時期の延期お

よび国家試験難易度の調整」と言った国家試験

についての要望が 8 回答と最多で、「授業時間

数・規定単位数の削減」が7回答とそれに続く。 
 また、「時短、合同、遠隔授業を認める措置」、

「授業・遠隔授業についてのガイドライン等の

提示」、「オンライン学習環境整備のための補助・

支援」が各 5回答、「臨床実習・実技授業の弾力

的運用」が 4回答と、授業に関連する要望が回

答されている(図.11)。 

【考察】 
1 対面授業休止の影響 
(1)規定カリキュラムの消化 
 国および自治体の非常事態宣言により、一定

期間の対面授業の休止を余儀なくされた養成施

設の存在が明らかになったが、5 月にまで及ぶ

対面授業の休止は 1〜2 ヶ月の授業の停滞をも

たらし、規定カリキュラムの消化は困難となる。 
 また、分散登校を実施した場合でも、同一ク

ラスの分割などにより授業数の増加があった場

合、即応できる人材の確保は現実的ではなく、

従来と同じ授業進度を維持できないことが考え

られる。 
 文部科学省と厚生労働省は連名の事務連絡と

して、「実習中止、休講等が生じ、授業の実施期

間が例年に比べて短縮した場合であっても、必

要な単位もしくは時間を履修」した場合に「国

家試験の受験資格が認められる」4)としており、

非常事態宣言に鑑みて単位数や授業時間を削減

することを認めていない。 
 現在のカリキュラムは、その内容について各

養成施設へのヒアリングなど何ら準備協議の無

い改正により2016年に施行されたが、単位数・

授業時間数ともに従来より増加したものであり、

今年度は全学年が新カリキュラムに完全移行し

た最初の年となる。 
 このことから、各養成施設は学事スケジュー

ルの調整や夏季・冬季などの休暇期間の短縮に

より、カリキュラム消化のための時間を捻出す

ることになるが、定型化した年間スケジュール

で動く教育機関において、これは容易なことで

はない。 
 行政に対して「授業時間数・規定単位数の削

減」が要望されていることからも、各養成施設

は規定単位数・時間数の消化に苦慮していると

考えられる。 

(2)遠隔授業の導入と問題点 
 規定単位数と授業時間数の消化のため、対面

授業の代替策として遠隔授業を取り入れている

ケースが少なくないことが明らかになったが、

従来の養成施設の教育手法は学生と対面するこ

とを前提としているため、ICT を利用するため

の設備、機材や利用ノウハウを十分に備えてい

る施設は少ないと考えられる。 
 また、たとえ ICT を利用するとしても、リア

ルタイムオンラインやオンデマンドでの授業の

方法論は養成施設には蓄積されておらず、従来

より使用しており一定の方法論がある紙媒体の

併用も行われているが、対面授業と比した時に

その教育効果は低くなる可能性がある。「学習の

遅れ・到達度の低下」が懸念事項としてあげら

れていることから、このことを養成施設自身も

自覚し、危惧しているといえる。 
 ICT の利用をはじめとする遠隔授業は、カリ

キュラム消化という教育の「量」を確保できた

としても、「質」の担保という点においては、現

状では問題が残る。 
 今後の感染拡大や COVID-19 による社会活

動の低下に備え、遠隔授業による教育の方法論

の蓄積が、要請されている。 

2 実技・臨床教育に対する懸念 
(1)実技授業における問題 
 実技授業は対面が必須であることから、感染

防御策の徹底、少人数化、授業日程調整により

感染拡大が収まった段階での実施、といった対

策を取る養成校が多数を占めた。 
 一方で、実技授業の自粛や対人実技の中止、
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ICTによる実技授業実施を選択している養成施

設も存在している。その場合、どのように技術

教育を行うのか、また十分な教育効果が得られ

るのかという点が問題として残る。 
 今後も完全な感染拡大の終息が見通せない中

で、実技教育の継続性をどのように確保してい

くかは、養成施設にとっての大きな課題となっ

ている。 

(2)臨床教育における問題 
 実技教育同様、臨床教育も対面が必須となる

が、「ロールプレイ、症例検討などへの振替」と

する養成施設が回答の過半数を占めた。 
 COVID-19 に対する社会的対応として、鍼灸

施術所は医療施設とされ、営業を自粛すべき職

種とはなっていないが、学内外を問わず治療施

設の患者数減少は避け得ないことが推測される。

また、学内施設に関しては、学校の休校に伴う

休院が生じる。 
 患者がいない状況で少しでも臨床に則した教

育を行うためには、多くの養成施設が行うよう

に模擬患者によるシミュレーションや症例検討

などを導入することが必要となるが、実技教育

同様、その教育効果については疑問が残る。 
 臨床教育を継続するには、医療施設として「鍼

灸施術所におけるスタンダードプリコーション」

を確立させながら治療院機能を維持することが、

養成施設とともに日本鍼灸界にも必要とされる。 

3 COVID-19 の拡大防止への対応 
 自粛要請に基づく対面授業の中止、遠隔授業

の導入などの一方、学生が登校して対面授業を

行う際の対応策としては、飛沫飛散防止、消毒、

検温といった、一般的対策が取られている。 
 これらは人が集まるあらゆる所で実施されて

いる対応策だが、決定的な感染拡大防止策が無

い現状では、養成施設もその継続以外に選択肢

はないといえる。 
 ただし、手指衛生に関しては教育的必要性か

ら、学生への意識付けと正しい手指洗浄および

消毒方法の定着、それを可能とする手洗い場な

どの設備と消毒資材の確保が必要となる。 
 養成施設にとってCOVID-19 拡大は、衛生教

育徹底の契機となるともいえる。 

4 学生への影響 
(1)学生の休退学 
 COVID-19 に関連した休退学の相談が確認

されており、学生への影響が懸念される。 
 アルバイト、就業学生の場合は仕事の減少に

よる経済的事由が想定されるため、学費の延分

納など養成施設独自の対応策が講じられている

場合もあるが、経済的影響の大きさに比すと、

効果的な規模とならないことが推測される。 
 養成施設の働きかけで行政に公的支援の拡充

を行わせることは不可能なのが現状であるため、

既に実施している養成校もあるように、日本学

生支援機構等の支援を有効に利用できるよう学

生へ周知していく、といった地道な支援情報の

収集と広報が取り得る手段となる。 
 一方で、COVID-19 の精神的影響から休退学

に至る学生へは、報道やソーシャルネットワー

クサービスなどで流布される、COVID-19 を過

剰に危険視する情報を、現在分かる限りの正し

い情報をもって修正していくことが、医療教育

上も必要となり、学生の精神的不調の一因とな

る恐怖感、不安感の軽減の一助となると考えら

れる。 

(2) 学生への支援策 
 学費の延分納といった独自の学生支援策を取

る養成施設も存在するが、前述の通り、経済的

支援として効果的かどうかは不明な点がある。 
 これは最多の回答数となった学生への現金給

付も同様であるが、現金支給の背景には、遠隔

授業受講のための学生個人の設備投資補填とと

もに、学費返還要求への対応策という面が存在

することも考えられる。 
 近年、入学する学生が養成施設での教育や施

設を「学費の対価としてのサービス」と考える

ケースがあり、一部大学などでの「休校に伴う

学費返還請求」は、養成施設においても起きて

いる可能性がある。 

【結論】 
 COVID-19 は養成施設の教育、運営に多面的

な影響を与えている。しかし、最も影響を受け

ているのは、この期間に教育を受けた学生であ

り、本当の影響は、今後 3年間の国家試験の合

格率と彼ら彼女らが免許を取得した後の臨床能
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7 学生への支援策 
 学生への具体的な支援策として、『医道の日本』

の調査 38 回答(自由記述式)より抽出すると、

「現金の給付」が 8 回答と最多で、「公的支援

金・給付金の周知」5回答を上回った。 
 設備を含めた「遠隔授業の支援」、「学費の延

分納」が各 4回答で続いた(図.10)。 

8 行政に対する要望 
 東洋療法学校協会の調査 33 回答より抽出す

ると、「国家試験や卒業証明書送付時期の延期お

よび国家試験難易度の調整」と言った国家試験

についての要望が 8 回答と最多で、「授業時間

数・規定単位数の削減」が7回答とそれに続く。 
 また、「時短、合同、遠隔授業を認める措置」、

「授業・遠隔授業についてのガイドライン等の

提示」、「オンライン学習環境整備のための補助・

支援」が各 5回答、「臨床実習・実技授業の弾力

的運用」が 4回答と、授業に関連する要望が回

答されている(図.11)。 

【考察】 
1 対面授業休止の影響 
(1)規定カリキュラムの消化 
 国および自治体の非常事態宣言により、一定

期間の対面授業の休止を余儀なくされた養成施

設の存在が明らかになったが、5 月にまで及ぶ

対面授業の休止は 1〜2 ヶ月の授業の停滞をも

たらし、規定カリキュラムの消化は困難となる。 
 また、分散登校を実施した場合でも、同一ク

ラスの分割などにより授業数の増加があった場

合、即応できる人材の確保は現実的ではなく、

従来と同じ授業進度を維持できないことが考え

られる。 
 文部科学省と厚生労働省は連名の事務連絡と

して、「実習中止、休講等が生じ、授業の実施期

間が例年に比べて短縮した場合であっても、必

要な単位もしくは時間を履修」した場合に「国

家試験の受験資格が認められる」4)としており、

非常事態宣言に鑑みて単位数や授業時間を削減

することを認めていない。 
 現在のカリキュラムは、その内容について各

養成施設へのヒアリングなど何ら準備協議の無

い改正により2016年に施行されたが、単位数・

授業時間数ともに従来より増加したものであり、

今年度は全学年が新カリキュラムに完全移行し

た最初の年となる。 
 このことから、各養成施設は学事スケジュー

ルの調整や夏季・冬季などの休暇期間の短縮に

より、カリキュラム消化のための時間を捻出す

ることになるが、定型化した年間スケジュール

で動く教育機関において、これは容易なことで

はない。 
 行政に対して「授業時間数・規定単位数の削

減」が要望されていることからも、各養成施設

は規定単位数・時間数の消化に苦慮していると

考えられる。 

(2)遠隔授業の導入と問題点 
 規定単位数と授業時間数の消化のため、対面

授業の代替策として遠隔授業を取り入れている

ケースが少なくないことが明らかになったが、

従来の養成施設の教育手法は学生と対面するこ

とを前提としているため、ICT を利用するため

の設備、機材や利用ノウハウを十分に備えてい

る施設は少ないと考えられる。 
 また、たとえ ICT を利用するとしても、リア

ルタイムオンラインやオンデマンドでの授業の

方法論は養成施設には蓄積されておらず、従来

より使用しており一定の方法論がある紙媒体の

併用も行われているが、対面授業と比した時に

その教育効果は低くなる可能性がある。「学習の

遅れ・到達度の低下」が懸念事項としてあげら

れていることから、このことを養成施設自身も

自覚し、危惧しているといえる。 
 ICT の利用をはじめとする遠隔授業は、カリ

キュラム消化という教育の「量」を確保できた

としても、「質」の担保という点においては、現

状では問題が残る。 
 今後の感染拡大や COVID-19 による社会活

動の低下に備え、遠隔授業による教育の方法論

の蓄積が、要請されている。 

2 実技・臨床教育に対する懸念 
(1)実技授業における問題 
 実技授業は対面が必須であることから、感染

防御策の徹底、少人数化、授業日程調整により

感染拡大が収まった段階での実施、といった対

策を取る養成校が多数を占めた。 
 一方で、実技授業の自粛や対人実技の中止、
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ICTによる実技授業実施を選択している養成施

設も存在している。その場合、どのように技術

教育を行うのか、また十分な教育効果が得られ

るのかという点が問題として残る。 
 今後も完全な感染拡大の終息が見通せない中

で、実技教育の継続性をどのように確保してい

くかは、養成施設にとっての大きな課題となっ

ている。 

(2)臨床教育における問題 
 実技教育同様、臨床教育も対面が必須となる

が、「ロールプレイ、症例検討などへの振替」と

する養成施設が回答の過半数を占めた。 
 COVID-19 に対する社会的対応として、鍼灸

施術所は医療施設とされ、営業を自粛すべき職

種とはなっていないが、学内外を問わず治療施

設の患者数減少は避け得ないことが推測される。

また、学内施設に関しては、学校の休校に伴う

休院が生じる。 
 患者がいない状況で少しでも臨床に則した教

育を行うためには、多くの養成施設が行うよう

に模擬患者によるシミュレーションや症例検討

などを導入することが必要となるが、実技教育

同様、その教育効果については疑問が残る。 
 臨床教育を継続するには、医療施設として「鍼

灸施術所におけるスタンダードプリコーション」

を確立させながら治療院機能を維持することが、

養成施設とともに日本鍼灸界にも必要とされる。 

3 COVID-19 の拡大防止への対応 
 自粛要請に基づく対面授業の中止、遠隔授業

の導入などの一方、学生が登校して対面授業を

行う際の対応策としては、飛沫飛散防止、消毒、

検温といった、一般的対策が取られている。 
 これらは人が集まるあらゆる所で実施されて

いる対応策だが、決定的な感染拡大防止策が無

い現状では、養成施設もその継続以外に選択肢

はないといえる。 
 ただし、手指衛生に関しては教育的必要性か

ら、学生への意識付けと正しい手指洗浄および

消毒方法の定着、それを可能とする手洗い場な

どの設備と消毒資材の確保が必要となる。 
 養成施設にとってCOVID-19 拡大は、衛生教

育徹底の契機となるともいえる。 

4 学生への影響 
(1)学生の休退学 
 COVID-19 に関連した休退学の相談が確認

されており、学生への影響が懸念される。 
 アルバイト、就業学生の場合は仕事の減少に

よる経済的事由が想定されるため、学費の延分

納など養成施設独自の対応策が講じられている

場合もあるが、経済的影響の大きさに比すと、

効果的な規模とならないことが推測される。 
 養成施設の働きかけで行政に公的支援の拡充

を行わせることは不可能なのが現状であるため、

既に実施している養成校もあるように、日本学

生支援機構等の支援を有効に利用できるよう学

生へ周知していく、といった地道な支援情報の

収集と広報が取り得る手段となる。 
 一方で、COVID-19 の精神的影響から休退学

に至る学生へは、報道やソーシャルネットワー

クサービスなどで流布される、COVID-19 を過

剰に危険視する情報を、現在分かる限りの正し

い情報をもって修正していくことが、医療教育

上も必要となり、学生の精神的不調の一因とな

る恐怖感、不安感の軽減の一助となると考えら

れる。 

(2) 学生への支援策 
 学費の延分納といった独自の学生支援策を取

る養成施設も存在するが、前述の通り、経済的

支援として効果的かどうかは不明な点がある。 
 これは最多の回答数となった学生への現金給

付も同様であるが、現金支給の背景には、遠隔

授業受講のための学生個人の設備投資補填とと

もに、学費返還要求への対応策という面が存在

することも考えられる。 
 近年、入学する学生が養成施設での教育や施

設を「学費の対価としてのサービス」と考える

ケースがあり、一部大学などでの「休校に伴う

学費返還請求」は、養成施設においても起きて

いる可能性がある。 

【結論】 
 COVID-19 は養成施設の教育、運営に多面的

な影響を与えている。しかし、最も影響を受け

ているのは、この期間に教育を受けた学生であ

り、本当の影響は、今後 3年間の国家試験の合

格率と彼ら彼女らが免許を取得した後の臨床能
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7 学生への支援策 
 学生への具体的な支援策として、『医道の日本』

の調査 38 回答(自由記述式)より抽出すると、
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状では問題が残る。 
 今後の感染拡大や COVID-19 による社会活

動の低下に備え、遠隔授業による教育の方法論
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2 実技・臨床教育に対する懸念 
(1)実技授業における問題 
 実技授業は対面が必須であることから、感染

防御策の徹底、少人数化、授業日程調整により

感染拡大が収まった段階での実施、といった対

策を取る養成校が多数を占めた。 
 一方で、実技授業の自粛や対人実技の中止、
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どの設備と消毒資材の確保が必要となる。 
 養成施設にとってCOVID-19 拡大は、衛生教

育徹底の契機となるともいえる。 

4 学生への影響 
(1)学生の休退学 
 COVID-19 に関連した休退学の相談が確認

されており、学生への影響が懸念される。 
 アルバイト、就業学生の場合は仕事の減少に

よる経済的事由が想定されるため、学費の延分

納など養成施設独自の対応策が講じられている

場合もあるが、経済的影響の大きさに比すと、

効果的な規模とならないことが推測される。 
 養成施設の働きかけで行政に公的支援の拡充

を行わせることは不可能なのが現状であるため、

既に実施している養成校もあるように、日本学

生支援機構等の支援を有効に利用できるよう学

生へ周知していく、といった地道な支援情報の

収集と広報が取り得る手段となる。 
 一方で、COVID-19 の精神的影響から休退学

に至る学生へは、報道やソーシャルネットワー

クサービスなどで流布される、COVID-19 を過

剰に危険視する情報を、現在分かる限りの正し

い情報をもって修正していくことが、医療教育

上も必要となり、学生の精神的不調の一因とな

る恐怖感、不安感の軽減の一助となると考えら

れる。 

(2) 学生への支援策 
 学費の延分納といった独自の学生支援策を取

る養成施設も存在するが、前述の通り、経済的

支援として効果的かどうかは不明な点がある。 
 これは最多の回答数となった学生への現金給

付も同様であるが、現金支給の背景には、遠隔

授業受講のための学生個人の設備投資補填とと

もに、学費返還要求への対応策という面が存在

することも考えられる。 
 近年、入学する学生が養成施設での教育や施

設を「学費の対価としてのサービス」と考える

ケースがあり、一部大学などでの「休校に伴う

学費返還請求」は、養成施設においても起きて

いる可能性がある。 

【結論】 
 COVID-19 は養成施設の教育、運営に多面的

な影響を与えている。しかし、最も影響を受け

ているのは、この期間に教育を受けた学生であ

り、本当の影響は、今後 3年間の国家試験の合

格率と彼ら彼女らが免許を取得した後の臨床能
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力に現れる。 
 COVID-19 が養成施設に与えた影響は、未だ

測深し難い。 
 その中で、養成施設は遠隔授業の方法論蓄積、

臨床施設の継続、衛生教育、COVID-19 の拡大

防止と啓蒙教育など、医療教育施設として、多

くの成すべき課題を有している。  

【謝辞】    
COVID-19 の養成施設への影響を明らかに

するため、本稿の基礎資料となるアンケートを

行った、公益社団法人東洋療法学校協会、『医道

の日本』編集部、『鍼灸柔整新聞』編集部にお礼

を申し上げます。   

利益相反       
この論文に関する利益相反はない。 

引用文献 
1） 東洋療法学校協会.「新学期の再開準備に向

けた対応について」アンケート.東洋療法学

校協会メールマガジン 5月 1日.2020 
2） 鍼灸柔整新聞編集部.新型コロナウイルス

に関する専門学校調査質問全文と回答の

集計結果.鍼灸柔整新聞.2020;1122:1,3 
3） 医道の日本編集部.コロナウイルス 感染症

に対する養成施設での取り組み.医道の日

本.2020;9(7):84-97 
4） 新型コロナウイルス感染症の発生に伴う

医療関係職種等の各学校、養成所及び養成

施設等の対応について.文部科学省初等中

等教育局,文部科学省高等教育局,厚生労働

省医政局,ほか.2020 年 2 月 28 日事務連絡 

     

  



─　　　─

社会鍼灸学研究 2020　(特集号)

25
    25 
 
 
 

力に現れる。 
 COVID-19 が養成施設に与えた影響は、未だ

測深し難い。 
 その中で、養成施設は遠隔授業の方法論蓄積、

臨床施設の継続、衛生教育、COVID-19 の拡大

防止と啓蒙教育など、医療教育施設として、多

くの成すべき課題を有している。  

【謝辞】    
COVID-19 の養成施設への影響を明らかに

するため、本稿の基礎資料となるアンケートを

行った、公益社団法人東洋療法学校協会、『医道

の日本』編集部、『鍼灸柔整新聞』編集部にお礼

を申し上げます。   

利益相反       
この論文に関する利益相反はない。 

引用文献 
1） 東洋療法学校協会.「新学期の再開準備に向

けた対応について」アンケート.東洋療法学

校協会メールマガジン 5月 1日.2020 
2） 鍼灸柔整新聞編集部.新型コロナウイルス

に関する専門学校調査質問全文と回答の

集計結果.鍼灸柔整新聞.2020;1122:1,3 
3） 医道の日本編集部.コロナウイルス 感染症

に対する養成施設での取り組み.医道の日

本.2020;9(7):84-97 
4） 新型コロナウイルス感染症の発生に伴う

医療関係職種等の各学校、養成所及び養成

施設等の対応について.文部科学省初等中

等教育局,文部科学省高等教育局,厚生労働

省医政局,ほか.2020 年 2 月 28 日事務連絡 

     

  

    26 
 
 
 

表.1     

 
 

図.1対面授業の中止期間 

 
図.2対面授業中止期間中の教育方法（鍼灸柔整新聞 57 回答 複数回答可） 
 



─　　　─

社会鍼灸学研究 2020　(特集号)

25
    25 
 
 
 

力に現れる。 
 COVID-19 が養成施設に与えた影響は、未だ

測深し難い。 
 その中で、養成施設は遠隔授業の方法論蓄積、

臨床施設の継続、衛生教育、COVID-19 の拡大

防止と啓蒙教育など、医療教育施設として、多

くの成すべき課題を有している。  

【謝辞】    
COVID-19 の養成施設への影響を明らかに

するため、本稿の基礎資料となるアンケートを

行った、公益社団法人東洋療法学校協会、『医道

の日本』編集部、『鍼灸柔整新聞』編集部にお礼

を申し上げます。   

利益相反       
この論文に関する利益相反はない。 

引用文献 
1） 東洋療法学校協会.「新学期の再開準備に向

けた対応について」アンケート.東洋療法学

校協会メールマガジン 5月 1日.2020 
2） 鍼灸柔整新聞編集部.新型コロナウイルス

に関する専門学校調査質問全文と回答の

集計結果.鍼灸柔整新聞.2020;1122:1,3 
3） 医道の日本編集部.コロナウイルス 感染症

に対する養成施設での取り組み.医道の日

本.2020;9(7):84-97 
4） 新型コロナウイルス感染症の発生に伴う

医療関係職種等の各学校、養成所及び養成

施設等の対応について.文部科学省初等中

等教育局,文部科学省高等教育局,厚生労働

省医政局,ほか.2020 年 2 月 28 日事務連絡 

     

  

    26 
 
 
 

表.1     

 
 

図.1対面授業の中止期間 

 
図.2対面授業中止期間中の教育方法（鍼灸柔整新聞 57 回答 複数回答可） 
 

─　　　─

社会鍼灸学研究 2020　(特集号)

26
    27 
 
 
 

 
図.3遠隔授業の授業手段 (医道の日本 自由記述回答 40 回答より抽出) 
 
 

 
図.4実技授業に対する対応 
 

 
図.5臨床実習に対する対応 
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図.6対面授業中止に伴う懸念 
 
 

 
図.7COVID-19 拡大に伴う懸念 
 
 
 

 
図.8感染防止対策 
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図.9COVID-19 に関連した休退学の相談 
 
 

 
図.10 学生支援策 

 
 

 
図.11 行政への要望  
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 世界の鍼灸界の状況  

中国におけるCOVID-19に対する中医学・鍼灸の取り組み 

渡邉大祐 

小雀斎漢方針灸治療院、つくば国際鍼灸研究所、天津中医薬大学針灸標準化研究所 

 

要旨 

【はじめに】2019年12月に中国湖北省武漢市で広がり始めた新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

は、瞬く間に世界中に蔓延した。中国では、湖北省での感染拡大が深刻で、中でも省都武漢市では5万

人以上の感染者が確認された。都市封鎖などの措置が取られ、医療チームの活躍もあり、2020年4月

末には武漢市での入院患者は0となった。中国では、国を挙げてCOVID-19感染症に対する中西結合治

療が迅速に推し進められた。中国全土で確定患者全体の約9割を占める7万4千人に対して中医学に

よる治療が行われ、中医学治療の一部として鍼灸も活用された。また鍼灸は、入院患者への治療だけ

でなく、予防や回復期における介入としても推奨され実施されている。 

【診療ガイドライン】中国国家衛生健康委員会は、2020 年 1 月 15 日に試行第 1 版「新型冠状病毒肺

炎診療方案（COVID-19に対する診療ガイドライン）」を公表し、矢継早に改訂を行った。「診療ガイド

ライン試行第 3 版」では、中医学治療に関する内容が細分化され、中西結合治療の方針を本格的に推

し進め始めた。ガイドラインにおける「中医治療」は、全て湯液に関する内容であり、2020年8月20

日現在の最新版「試行第8版」においても未だ鍼灸の記載は見られない。中国中医科学院針灸研究所・

中国針灸学会などいくつかの公的機関では、鍼灸に関する診療マニュアルを公表している。このうち、

中国針灸学会が広表した「新型冠状病毒肺炎針灸干預的指導意見（新型コロナウイルス感染症への針

灸介入に関する手引き）第 2 版」は、WFAS（世界針灸学会連合会）本部より各国の加盟学術団体に送

付されたと見られ、日本国内でも邦訳版が公開されている。国の診療ガイドラインに記載はないもの

の、各省市の衛生部門が地域の特性にあった「予防ガイドライン」を作成し広表している。この中に

は、江西省の「江西省新型冠状病毒感染的肺炎中医薬防治方案（試行第3版）」などのように、薬膳や

薬茶などの内容に加え施灸の方法が提示されているものもある。 

【武漢における中医学医療チームの活躍】2020年1月末に、中国各地の武漢支援医療隊が武漢入りし、

突貫工事で建設された火神山医院や雷神山医院などの専用病院をはじめ、軽症患者の治療を行う方艙

医院（体育館や会議場を急遽改修した臨時医療施設）などで全国から来た支援医療隊の約13％を占め

る 4,900 人の中医学医療隊が活動した。中医学医療は、中西医結合の形で軽症・重症者への治療全過

程に介入している。方艙医院は16ヶ所つくられ、1万2千人以上の患者を収容したが、なかでも江夏

方艙医院は唯一、中医によって管理された臨時医院で、すべての患者に中薬・針灸をはじめ、按摩・

刮痧・太極拳・八段錦など中医による全体治療が施された。雷神山医院C7病区では、上海中医薬大学

附属岳陽中西医結合病院から派遣された医師が針治療を実施し、不眠・焦燥感・偏頭痛や呼吸器症状

に効果を発揮したとの報告もある。 

【結語】中国では国を挙げCOVID-19の治療・予防に鍼灸を含む中医学医療の活用を推進している。武

漢市では多くの患者に対し鍼灸治療が行われたが、残念なことに慌ただしい臨床現場において、鍼灸

治療の詳しい記録は残されていないようだ。今後、中国国内で実施されたCOVID-19に対する鍼灸治療

の報告がなされることを期待したい。 

 

Ⅰ．はじめに 

2019 年 12 月に中国湖北省武漢市で広がり始

めた新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は、

瞬く間に世界中に蔓延し、ジョンズ・ホプキン

ス大学のまとめによれば、2020年10月27日現

在の世界の感染者数は4323万人を超え、死者数

は115万人を上まわっている。中国では2020年

1 月以降、湖北省で深刻な感染拡大が進み、省




